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④

①
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R5(2023)

　令和５年度は、④「持続可能性向上支援事業補助（省エネ設備・生産性向上設備）」の代わりに、
補助率及び予定件数を拡充した「現下の経済変動に対応するための設備投資支援補助金」を実施し、
788件の実績がありました。

117

118

中小企業人材確保支援事業

20

R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)

就職面接会への参加人数 人 225 130

マッチング支援により就職した人数 人 64 45

中小企業人材強化支援事業補助及びリカレント教育課程
等受講料助成の件数

件 8

経済課
就職を希望する若年者等と企業をつな
ぎ、求職者の就労と企業の人材確保を支
援する。

25,480千円

(26,730千円)

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023)

持続可能性向上支援事業補助（省エネ設備・生産性向上
設備）の件数

件 43 ―

各種認証取得費等補助及び知的財産権取得費補助の件数 件 23 28

融資あっせん件数 件

中小企業支援事業 経済課
経営の安定や生産性の向上など、中小企
業の経営基盤の強化を図る。

789,570千円

(544,784千円)

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)

939 818

経営相談件数 件 2,107 1,987

事業名称 所管課 事業の持つ役割 事業費(千円)

1　どのような事業で何をしたか（実績）
戦略シートの課題の解決手段として紐づけた計画事業について、「何をしたか」「何がどう

なったか」を記しています。

事業費（令和５年度）　上段：実績　下段：当初予算

令和６年度進行管理　戦略点検シート
◎基本政策 ３　活力と魅力あふれるまちの創造

主要課題 No. 30 中小企業の企業力向上

●４年後の目指す姿・計画期間の方向性●
主要課題の戦略シートで設定している「4年後の目指す姿」と「計画期間の方向性」を転

記しています。

４年後の
目指す姿

　ＳＤＧｓの達成に向けた取組、ＤＸやＧＸへの対応、多様な人材の確保など、区内中小企
業の経営基盤が強化されるとともに、生産性を高める取組が推進され、持続可能な企業活動
が活発に行われている。さらに、多様な創業が促進され、産業の新陳代謝が進み、区内産業
が活性化している。

計画期間
の方向性

〇中小企業の経営基盤強化・生産性向上

　中小企業をとりまく経済状況を踏まえ、企業活動を支える資金繰りの支援や経営相談等の実効性の
ある支援を推進するとともに、ＳＤＧｓやSociety5.0、ＤＸ、ＧＸの視点を踏まえた中小企業の取組
を促進することにより、区内中小企業の企業力の向上と中長期を見通した持続可能な区内産業の振興
を図ります。

〇多様な創業の促進

　区内における創業に関する状況や新たなニーズを把握し、多様な創業を総合的に支援するととも
に、創業の機運醸成に関する取組を推進し、区内の産業振興や地域経済の活性化を図ります。



①

②

③

〇中小企業の経営基盤強化・生産性向上

〇多様な創業の促進
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創業機運醸成プロジェクト（創業入門サロン）の参加者
数

人 15 57

チャレンジショップ支援件数 件 8 9

R9(2027)

創業支援事業

●創業支援事業の利用者数等の推移●区内事業所数の推移

●特記事項（実績の補足）

２　社会ではどのような動きがあったか

　　（社会環境等の変化）

人口の増減や、国や都の動きなど、主要課題の背景に関して「何があったか」「今後予想さ

れる」等の社会の変化を捉えています。

　新型コロナウイルス感染症の収束後も、物価やエネルギー価格の高騰、国際情勢の変化により、区内中小企業
は依然として原材料費の高止まりや人件費の上昇などの厳しい状況に置かれています。また、様々な社会情勢の
変化に対応していくために、設備や人への投資による経営力の強化や、環境保全、ＳＤＧｓの達成に向けた取組
等が求められています。
　雇用については、有効求人倍率等の雇用指標に回復傾向が見られ、今後もこの傾向は続くことが想定されます
が、引き続き企業を取り巻く状況を注視していく必要があります。一方で、中小企業の人手不足感は景気が持ち
直していく中で強くなっている傾向にあり、企業の持続的な発展には人材の確保が深刻な課題となっています。

３　成果や課題は何か（点検・分析）
1と２に基づき、計画期間の方向性ごとに「課題解決にどのような成果があったか」「成果が出ない

要因は何か」「新たな課題が生じてないか」などを点検・分析します。

　生産性向上や省エネに係る設備投資について、「現下の経済変動に対応するための設備投資支援補助金」とし
て、持続可能性向上支援補助金から補助率と予定件数を拡充して実施するとともに、「現下の経済変動に対応す
るための経営相談支援補助金」は、補助対象を拡大して実施しました。
　さらに、区内中小企業による知的財産の活用を促進するため、セミナー、専門相談窓口の開設に加え、５年度
からは知的財産権の取得費に係る補助を行いました。
　また、人材確保の支援に加えて、企業の事業活動の拡大や区民の職業能力向上につながる支援を行いました。
　今後も、区内中小企業を取り巻く社会情勢、経済状況の変化を踏まえながら、中長期的な経営力向上に向けた
設備投資等の取組及び人材確保等の支援を行う必要があります。

　スタートアップ企業をはじめとする創業への社会的な関心が高まっており、創業者やこれから創業を考えてい
る方に向けて創業支援セミナーや創業入門サロンを参加者のニーズに合わせて開催することにより、多様な創業
を総合的に支援するとともに、創業の機運醸成を図りました。引き続き、区内における創業に関する状況や新た
なニーズの把握に努め、より効果的な支援を行っていくとともに、区内スタートアップ創出に向けた区内大学等
との連携や支援策を検討していく必要があります。

チェック チェック項目

無 主要課題に関連する法改正があった（今後、法改正がある）

有 主要課題に影響を及ぼす変化等があった（今後、変化等の可能性がある）

経済課
区内での多様な創業を支援するととも
に、創業の普及啓発を推進する。

17,497千円

(28,251千円)

主な取組実績 単位

創業支援事業の利用者数 人 131 133

R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026)

222,016
213,491 216,954

206,165
212,735
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14,110 14,165

13,018 13,761
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【ＳＤＧｓの視点】

119 創業支援事業 経済課 継続

117 中小企業支援事業 経済課 レベルアップ

118 中小企業人材確保支援事業 経済課 レベルアップ

４　今後どのように進めていくか（展開）
３を踏まえ、「何の対応が必要か」「何をどのようにしていくか」など、次年度以降の戦略とし

ての進め方を記しています。

　区内中小企業が経済情勢や人手不足等の課題を乗り越えられるよう、資金繰りや生産性向上等の実効性のある
支援を行うことにより、経営基盤の強化を図るとともに、ＳＤＧｓやSociety5.0、ＤＸ、ＧＸの視点を踏まえた
中小企業の取組を促進し、区内中小企業の競争力の強化と中長期を見通した持続可能な区内産業の振興を図りま
す。
　雇用情勢に応じた就労支援及び区内中小企業の人材確保を支援するとともに、リカレントやリスキリングに関
する支援を行うことにより、企業の事業活動の拡大や区民の職業能力向上を図ります。
　創業支援事業により多様な創業志望者を総合的に支援するとともに、スタートアップ企業に対する支援を行う
ことで区内における多様な創業を促進します。また、区内スタートアップ創出に向けた区内大学等との連携や支
援策を引き続き検討していきます。

５　次年度、事業をどうするか（事業の見直し）
４を踏まえ、主要課題に紐づけられている個々の計画事業の次年度の検討の方向性を、「継

続」「レベルアップ」「縮小」「統合・分割」「計画変更」「事業終了」で記します。

事業番号 計画事業名 所管課 次年度の方向性

　現下の経済変動に対応するための設備投資支援補助金を実施し、企業における省エネ設備等導入に当たっ
て積極的な支援を行いました。

　地域の多様な人材と企業とのマッチング支援等により、求職者にとって働きがいのある職場への就労を支援し
ました。
　創業支援事業の継続的な実施により、区内における多様な創業を促進するとともに創業機運の醸成を図りま
した。

　現下の経済変動に対応するための設備投資支援補助金を実施し、企業の設備投資を通した経営基盤の強
化を支援しました。
　イノベーション創出支援事業補助金を実施し、大学発ベンチャー企業及びその他中小企業の新製品又は新
技術の開発の取組を支援し、企業の技術力向上及び経営基盤の強化を促進しました。


